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１．「行政の福祉化」とは

　
府政のあらゆる分野において、福祉の視点から総点検し、住宅、教育、労働などの各分野の連携のもとに、施策の創意工夫や改善を通して、障がい者やひとり親家庭の親、高齢者などの雇用・就労機会を創出し、自立を支援する取組みを「行政の福祉化」として全庁的に進めています。
　　大阪府では、平成11年度と14年度（平成15年３月）の２度に渡り、副知事をトップとするプロジェクトチームを設置し、「行政の福祉化推進プロジェクト報告書」を策定し、様々な取組みを行っています。
さらに今後は、大阪府の行政の福祉化の取組みが、府民の幅広い理解と協力のもと、市町村をはじめ、国、企業などにも広がり、障がい者やひとり親家庭の親などの雇用・就労機会を創出し、自立を支援する取組みが広まるよう積極的な働きかけを行ってまいります。
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府有施設における知的障がい者等就労支援の実施状況

施設数(ヵ所)

訓練生(通年)
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２．「行政の福祉化」における総合評価入札制度の位置づけ

雇用情勢が厳しさを増し、とりわけ障がい者など就職困難者を巡る雇用環境は、特に厳しい中、官公需発注における障がい者などの雇用・就労支援を行う観点から、平成15年度に全国初の取組として、大規模施設（門真運転試験場及び本庁舎）での清掃等業務発注において、評価項目に障がい者や母子家庭の母の雇用などの視点を盛り込んだ総合評価入札制度をモデル的に導入し、16年度には新たに７施設において同種の総合評価入札制度を検討・実施し、府の大規模施設の全ての物件（９施設）で本格実施しました。

さらに、17年度には、同じく９施設において、20年度までにおける総合評価一般競争入札を実施し、19年度には、20年度の契約更新に向けて評価項目等の見直し（継続雇用等）を行い、20年度には、新たに１施設の大規模施設（府警本部本庁舎）を加えた計10施設において総合評価入札を実施、23年度には大阪府本庁舎に咲洲庁舎を加えて実施しました。
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府有施設における知的障がい者等就労支援の実施状況

施設数(ヵ所)

訓練生(通年)


○知的障がい者・就職困難者雇用状況〔総括表〕
（令和２年３月31日現在）
【大規模施設】　　　　　　　　　　　　　　　　【中規模施設】
	
	H23～26年度
(契約期間3年)
	H26～29 年度
(契約期間3年)
	H29～R2年度
(契約期間3年)
	
	H29年度
(契約期間3年)
	H30年度
(契約期間3年)
	R元年度
(契約期間3年)

	施設数（ヶ所）
	１０
	１０
	１０
	
	２
	３
	３

	知的障がい者雇用数（人）
	５６
	６１
	５９
	
	２
	３
	３

	
	当該現場
	４６
	４６
	４９
	
	２
	３
	３

	
	当該現場以外
	１０
	１５
	１０
	
	―
	―
	―

	就職困難者雇用数
（人）
	６１
	５７
	４８
	
	８
	７
	２


３．総合評価入札制度を支える就労訓練の取組み

府の清掃発注における総合評価入札実施の前提としては、清掃業務にスキルを持った知的障がい者の存在が不可欠です。府では、平成   11年度より、府有施設における就労訓練としての清掃業務を、「大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合（エル･チャレンジ）」に委託し、エル・チャレンジとともに知的障がい者等の就労支援に努めてきました。「行政の福祉化」の重要な取組みのひとつです。
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令和元年度においては、府の74施設における清掃業務をエル・チャレンジに委託したところであり、今後も引き続き、訓練修了生の民間企業での雇用につなげる取組みを支援していきます。
４．公の施設における指定管理者制度において、障がい者雇用
の促進など「行政の福祉化」の観点を導入
指定管理者制度の導入にあたって選定基準に行政の福祉化の視点を盛り込むよう、平成16年11月に庁内関係部局で構成する検討ワーキングを立ち上げ検討をすすめてきました。

その結果、障がい者法定雇用率や各種就労支援事業を活用した雇用、知的障がい者の清掃現場就業に対する取組みなどを行政の福祉化の観点として導入できるよう検討を行い、平成18年度からの指定管理者の選定にあたって行政の福祉化関連項目として審査基準等に盛り込んだことで、令和２年３月末時点で298名の障がい者やひとり親家庭の親などの就職困難者の新規雇用を生み出しました。
５．公契約における就職困難者の就労・職場定着の推進
　
　これまで、清掃等の業務発注における総合評価入札等の取組みを進めてきましたが、さらに就職困難者の職場定着支援を進めるため、平成31年４月にハートフル条例を改正し、これまでの障がい者に加え、ひとり親や生活困窮者等にも対象を拡大しました。
また、障がい者等の特性、事情等に配慮した働きやすい職場環境の整備等に資するため、事業主と、その雇用する障がい者等との間に立って支援する団体「障がい者等職場環境整備等支援組織」（以下、支援組織）を認定することとし、令和元年度に障がい者分野（１団体目）の、令和２年度には障がい者分野（２団体目）および生活困窮者分野の支援組織をそれぞれ認定しました。
支援組織は、条例において、総合評価一般競争入札等で事業主が支援組織の活用等の取組みを行っていることを勘案する、と位置付けており、公契約において支援組織の活用を評価することにより、就職困難者の就労・職場定着を進めていきます。
６．「行政の福祉化」における主な取組み

このように、大阪府の「行政の福祉化」の取組みとしては、総合評価入札制度や指定管理者制度のほか、主なものは以下のとおりです。





別添１－２








○新たな報告書の策定にあたっては、雇用失業情勢が一層の厳しさを増す中、とりわけ障がい者や母子家庭の母をめぐる雇用関係は特にきびしいものがあったため、これまでの取組みを総括しながら、さらに充実・強化するため、府の公共発注や公務労働を活用して、障がい者や母子家庭の母の雇用により一層つながる視点で次の項目を重点的に検討しました。


（１）官公需発注に際して、障がい者雇用・就労支援の検討


（２）緊急地域雇用創出特別基金事業の活用


（３）既存資源の福祉活用の検討


（４）公務労働分野における障害者等の就労促進方策の検討








行政の福祉化プロジェクト報告書の概要（平成15年3月策定）








平成18年度からの公の施設における指定管理者制度導入にあたっては、障がい者雇用の促進など「行政の福祉化」の観点を審査基準に盛り込み、障がい者や母子家庭の母などの就職困難者の雇用が創出できるよう努めた。


。





プロジェクト報告書策定以降の新たな取組み





� EMBED Excel.Chart.8 \s ���





[生活困窮者就労訓練事業]


　　池田子ども家庭センター、岸和田子ども家庭センターにおいて、就労訓練事業所認定を受けた事業所に清掃業務を委託し、生活困窮者の就労訓練の場としています。





[既存資源の福祉活用]


知的障がい者、精神障がい者のグループホーム・ケアホームの開設にあたり、府営住宅の提供を行っています。


　　最近の取組みとして、本館１階において営業しておりました「まちのパンやさん」にかわり、府庁別館のスペースを活用し、「福祉のコンビニ こさえたん」がオープンしました。障がい福祉施設で作った、パン、弁当・惣菜や焼菓子、雑貨等を販売しています。





[公務労働分野における障がい者等の就労促進]


厳しい雇用環境の中、府自らが積極的に雇用を進めています。


その取組みとして、本庁における知的障がい者の職場実習の受け入れや非常勤職員としてのチャレンジ雇用などを実施し、平成23年度からは、集中配置方式によるハートフルオフィス（大手前・咲洲）を設置しています。


また、令和２年度より教育センターにて知的障がいのある府立学校卒業生を雇用する教育庁ハートフルオフィスを設置しています。


ひとり親家庭の親については、母子家庭等就業・自立支援センターへ求人を行い、雇用しております。
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